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1．はじめに

　現代は地球環境の時代を迎えている．現在，

企業を始めとする様々な経済主体はその活動の

諸局面で，環境に関する要素を考慮しなければ

ならない状況にある．とりわけ，一般企業は環

境影響の規模の大きさもあってか，このことに

対し最も重大な責務を負っていると見なされる．

従って，近年，企業はi環境配慮に対し非常に積

極的であり，環境対応が保証されない場合，将

来的には市場での競争に参加できなくなること

もさえも想定される．多くの企業が環境に配慮

した対応策を採り，そのことを環境報告書など

通じて積極的に外部に公表しているのは，この

ようなことを考慮しているからであろう．

　この環境配慮としては様々な対応策が可能で

ある．各種エネルギー利用の節約のように日常

的な個人活動で行うものあれば，新規の大規模

設備導入まで多種多様である．ここで，現代企

業が設備申心の装置産業的な展開を見せている

ことから，本論文では環境配慮対応策としての

設備投資に注目したい．具体的には，設備が労

働力を始めとする様々な資源消費のパターンを

規定していることから，その消費状況の認識に

始まり，そのような資源消費状況が設備投資で

いかなる影響を受けるかという観点から，その

結果としてのコストとベネフィットであるキャ

ツシュ・フローを計算するべきであるかについ

て考察を加えることとしたい．

2．設備投資プロジェクトと環境配慮設備のタ

　　イプ

　設備投資においてはプロジェクトの分類がそ

の出発点である．というのは，それは，プロジ

ェクトの基本的な位置づけを表すからである．

たとえば，一般には取替や拡充などの投資目的

によりプロジェクト分類が行われる．一さらに，

投資の効果としてのキャッシュ・フローが他の

プロジェク、トの影響を受けない独立投資案であ

るのか，あるいは影響を受ける従属投資案であ

るのかというキャッシュ・フロー間の相互関係

による分類も可能である．このとき，一般設備

には上記の通り多くの目的があるが，その中で

も，たとえば生産拡大のための新型設備への拡

充投資やコスト削減のための自動化設備への取

替投資などが検討されている．

．従来，このような設備投資プロジェクトの目

的による分類を考える場合，環境配慮設備への

投資はそのi契機が法律等による強制であること

が多く，投資が不可欠な強制的なプロジェクト

として分類されることが主であった．しかし，

現在は，多くの企業において，環境配慮を行う

ことが，企業の経営理念やビジnンとして明示

されている．このことは，環境配慮が企業戦略，

さらにはプロジェクトとして長期的に経営に大

きな影響を及ぼすことを意味している．、当然，

ここでのプロジェクトは設備以外の研究開発，

人事，マーケティングなども含み，全社的な取

り組みとして実行されることになる．
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図表1．エンド・オブ・パイプ設備と排出物質
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図表2．イン・プロセス設備と排出物質
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　本稿では，このような様々なプロジェクトの

中でも環境配慮設備について考察を加える．こ

の環境配慮のための設備投資の特徴は，その目

的が非常に明確であるということである．その

目的とは，有害排出物の低減や省資源である．

このような目的達成のため，各種設備の設置や

取替が投資プロジェクトして実施されるのであ

る．

　一般に，環境配慮設備は2つに分類できる．

1つは，各種設備から排出される各種物質を廃

棄可能な状態にするためのエンド・オブ・パイ

プ設備であtl　，2つめは，そもそもそのような

排出物質の発生を大きく抑制することができる

イン・プロセス設備である．理想的には，2番

目のイン・プロセス設備のように，発生するこ

とが環境的に問題のある物質は外部に放出させ

ない方が望ましいであろう．しかしながら，現

実には企業は非常に多くの設備を利用して継続

的に製造を行っているため，そのような廃棄物

を放出しない設備に一括して取り替えることは

不可能である．実際には，既存設備についてエ

ンド・オブ・パイプ設備を付加し，新設の際に

イン・プロセス設備を優先的に設置することで

徐々に環境配慮を推進していくことになる．

　この両設備のうち，イン・プロセス設備の場

合，その導入によって廃棄物質を発生しなくな

れば，廃棄物質の浄化のために要していた人，

物などへのコストは削減することが可能である．

エンド・オブ・パイプ設備についても，それが

もし従来設備に付着して一体となって全く排出

物質が発生しなくなれば上記と同じである．し

かし，一般には，物質を回収して別の場所に移

動しエンド・オブ・パイプ設備による化学反応

発生のために物質や作業を消費して物質浄化を

行っている．この2つの設備については図表ユ

および図表2の通りに示すことができる．

　設備投資の意思決定では上記のような設備導

入における資源の消費状況をキャッシュ・フロ

ーに換算し，それをもとに様々な意思決定モデ

ルに基づいて意思決定を行う．ここで，このよ

うなキャッシュ・フローによる一般的な意思決

定モデルとしては，回収期間法，正味現在価値

法，内部利益率法などがある．そこで，このよ

うな設備によるキャッシュ・フロー発生予測の
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基礎となる資源消費状況について，設備との関

連で検討することが必要である．

　この意思決定に用いるデータとして，キャッ

シュ・フロー予測の基礎となる設備による資源＝

消費状況を明確にするためには，環境関連の活

動による資源消費と設備導入によるこれらへの

影響，すなわち，設備導入がこのような資源消

費状況をいかに変化させるかを明らかにするこ

とが必要である．環境関連の資源消費パターン

の基本条件を設備が規定する状況にあるため，

設備特性を考慮することが重要である．

3．アクティビティに基づく環境コストの分離

　そもそも環境問題がクローズアップされる以

前から，当然ながら廃棄物の保管や処分のコス

トは発生していた．ただしiそれは現在に比べ

て金額的に重要ではなかったと考えられ，それ「

を単独の環境対応部門や活動での所要金額にま

で細分化して把握する必要はなく，廃棄物を生

じさせたそれぞれの部門で保管，処分すること

が可能な場合が多かった．よって，最終的には

製造間接費の微細な一部として，その各部門費

の計算の中に埋もれてしまうことが一般的であ

った．しかし，現在では環境配慮意識の高まり

もあって，このような有害廃棄物を始めとする

各種排出物質の削減量とそれらの処分のための

活動は明確に把握し，そのための金額も計算す

ることが必要不可欠と考えられている．結果的

に，企業の環境報告書やサステナビリティ報告

書においても，それらの活動の結果である廃棄

物質の量の削減，そのために要したコストなど

について詳細に分類Lて集計，計算した結果の

数値を見ることができる．

　現状では，このような環境コストについ’て，

廃棄物や廃水の処理費用，大気汚染防止などの

ための環境対策関連費用を中心とする維持コス

トと，そもそもそのような物質等を将来的に発

生させないことを目指す環境投資とに分けて考

えることが出来る】｝．ここで，通常，すでに環

境に影響を及ぼす廃棄物等を少なからず発生せ

ざるを得ないという現状を考えると，前者の環

境維持のための活動が企業において継続的に実

施される．そこでは，その活動に要するコスト

が発生するため，その計算が環境維持のための

コス・トとして重要視され，実際に各企業で計算

されているのである．

　環境コストのうちの環境維持のためのコスト

は，多くの企業で発生する環境関連の活動によ

る資源消費の結果である．さらに，それは環境

投資とも大きな関連を有する．たとえば，ここ

で環境に配慮したある設備への投資を仮定する．

もしこの設備に投資すると，ある廃棄物を発生

しない設備であるため，以前行っていた環境維

持活動を不要にすることができると考える．こ

のことが可能であれば，以前からその活動に要

したコストが節約できる．このように，環境配

慮設備への投資の効果として環境コストの節約

が可能であり，これは最終的には設備投資によ

るキャッシュ・フローとして具体的に計算する

ことが必要である．もちろん，廃棄物等の発生

を激減させる設備投資では，上記の環境コスト

節約以外にも，社会的意義やイメージ向上など

もその投資の契機となる．しかし，企業にとっ

てイメージ等以上に収益性は重要な意思決定基

準であり，そのような設備投資の効果としての

キャッシュ・フロー予測は，従来，設備投資意

思決定では非常に重要な課題である．このよう

に，環境配慮設備投資に際して，上記の通りの

節約効果をキャッシュ・フローとして予測する

ためには，既存の環境コストの発生状況を把握

することが不可欠である．したがって，ここで，

環境配慮設備投資の効果としてのキャッシュ・

フローの基礎となる，環境コストの発生状況の

計算方法について検討することとしたい、

　通常は，一般的な間接業務のうちに埋もれて

いる環境コストの計算については，ABC
（Activity－Based　Costing）の適用が論じられて

いる，たとえば，Kreuze　and　Newellによれば，

通常の通り，製造におけるアクティビティを，

製品単位レベル・アクティビティ，バッチレベ
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・ル1アクティビティ，製品維持アクテイビテイ，

設備維持アクティビティに分類し，その上で，

環境コストを発生させるアクティビティとその

他の一一se的なアクティビティに分類している．

そのアクティビティを分類したそれぞれの項目

は図表3の通りである2）．

図表3．アクティビティ分類

　　アクティビティ

製品単位レベル：

　設備コスト

　エネルギー

　危険物質の処分

バッチレベル：
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　このように分類した危険物質処分や環境報告

などの各種環境関連アクティビティにコストを

集計し，最終的には製品へと配賦している．た

だし，彼らの仮説例では，2種の製品を仮定し，

基本的には，その一方だけが環境に影響を及ぼ

す製品として環境コストを負担するという単純

な設定になっており，そもそもどのようにして

これらの環境関連のアクティビティにコストを

集計するか，さらに最終的な製品が複数となる

際の環境コスト配賦の詳細については説明され

ていない点には注意が必要である．しかしなが

ら，ここで，ABCの考え方に基づき，様々な

間接アクティゼテ才の中に混在している環境関

連のアクティビティを，他のアクティビティと

は分離して把握している点が重要である．

　このような環境アクティビティとそのコスト

の把握について，Quarles　and　Strattonは資源

消費段階から製品やサービスへの環境コストの，

割り当ての方法を次の10段階からなる手続きと

して示している3）．

　（1）資源の認識

　②ジョブ・タスク及びアクティビティの認

　　　識

　（3）資源ドライバーの認識

　④原価計算対象及びアクティビティ・ドラ

　　　イバーの認識

　（5）環境に関するジョブ・タスクの認識

　（6）環境目的ごとのジョブ・タスクの分類

　（7）ジョブ・タスクによる資源消費の計算

　（8〕組織における環境コストの総額及び環境

　　　に閲する分類ごとの環境コスト計算1

　（9）アクティビティ・ドライバーを使って，

　　　製品／サービスごとに総コスト及び環境

　　　コストを計算

　（10）環境分類ごとに各製品／サービスの環境

　　　コストを計算

　上記の方法では，ABCの特徴である原価計

算対象に対する資源消費状況の反映が行われて

いる．消費する資源としては，労働力，設備，

物品，光熱費などであり，それらを資源ドライ

バーと関連づけてアクティビティを構成する各

種ジョブ・タスクへと配分する．次に，それぞ

れのジョブ・タスクに集計されたコストについ

て，その金額のうち，環境のために使われたと

考えられる部分とそうでない部分に分けて，そ

れぞれの環境対応部分のコスト金額を計算する．

ここで，あるタスクが環境対応であるとき，そ
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図表4．環境コストの計算体系

（労働力，設備，物品，光熱費など）

資源の消費

資源ドライバー

アクティビティ1 アクティビティ2　・・・・…

ブ・タスクA ジョブ・タスクB

環境コスト

（回避，処分，調査，是正，報告）

　　・アクテ！fビティ・ドライバー

その他コスト

　　　i
原価計算対象①

（製品，サービス）

原価計算対象②　・・．

れがどのような環境対応か，さらにはその金額

がいくらになるかを検討するための分類として，

次のような5つのタスク分類を示している4）・

（1）回避

　環境に関する状況，事象，状態への悪影響を

回避あるいは遅延させるためのタスク

（2）処分

　環境に優しい，あるいは適切な方法で物質や

製品の処分を行うための多スク

（3）調査

　環境に逆行する状況や事象が生じてしまった

か，あるいは生じているかどうかを決定するた

めのタスク

（4）是正

　環境に逆行する状況や事象の結果あるいは影

響を緩和，除去するためのタスク

（5）報告

　報告の強制および実績記録の要請を遵守する

ためのタスク

　これらタスクごとに集計された回避を始めと

する環境コストは，最終的には原価計算対象に

配分される．この手続きの関係を図示すると図

表4の通りである．

　環境コストの集計先である原価計算対象とし

ては，製品のみならず製造工程における作業と

することも可能である．たとえば，動力部門で

燃料を使用して発電する際に排出物を放出する

が，一般に，その処分が必要であり上記のよう

なタスクを行うために環境コストを要する、こ

れらはその電力を使用する部門が負担するべき

である．発電設備への設備投資によって，「き

れいな」発電が可能となれば，このように他の

ゴストと「切り分け」して把握した環境コスト
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図表5．翼源消費によるコスト発生とその配分

肖費の結果としてコスト発生

変動費　＋　固定費

環境関連タスク

その他のタスク

を削減することが可能である．このような投資

の効果は，設備投資においてはキャッシュ・フ

ローとして予測することが必要であろう．次節

ではこのことについて検討することとしたい．

4．環境コストとキャッシュ・フロー

　前節の通り，通常は様々な部門での作業の中

に包含されている環境コストを分離することで，

通常の営業状態でどの程度の環境コストが各製

品等について発生しているか把握することがで

きる．このことは定常的な製造工程での環境対

応のためには極めて有用である．ただし，本論

文の課題である設備投資についてはより一層の

検討が必要である．というのは，設備投資は意

思決定の問題であり，このための原価概念とし

て通常指摘される通り，差額原価に基づいて計

算しなければならない．従って，ここでは環境

配慮設備への投資の結果，影響を受ける差額原

価としての環境コストを明らかにしなければな

らないのである．それにより環境配慮設備導入

の絡果，影響を受け節豹される環壌コストの金

額が予測可能となる．

　そもそも前節でのアクティピティに基づいた

環境コストの「切り分け」は全ての原擁を対象

としている．つま1），ABCで一毅に行彩九る

とおり，図i表4のように聞定費であろうと饗動1

費であろうと区別無く．アクティピテイ及びそ

の構戒要素であるタスクに対しコス｝類醗秀・し

ているのである．基本的には揺1轟碁にあるs．う

な配分をすることになる、

　溺表5でぱ，意思班定を目鱈とするのr事ま奪

く，現状で発生する全ての原価を環境コストと

その他のコストに分けている．よって，意思決

定に関連する原価態様については考慮されない

のである．　　　　　　　　　　　一

　本節では，環境コストと意思決定の関連が重

要課題である．つまり，ある環境配慮設備への

投資意思決定の結果，変化するコストと変化し

ないコストとを明確にしなければならない．こ

こではコストという用語を使用したが，厳密に

はこれはキャッシュ・フローである．このよう

な投資意思決定の影響を受けるか否かを検討す

るためには，図表5を検討のスタートとするべ

きである．この図では変動費と固定費を渾然一

体とした上でコスFを配分している．これは単

なるコスト配分を示した図であるが，意思決定

という聞題を考えるには，本質的に，差額原価

であるか否かが重要である　’t一般には，意思決

定で操業度の変更を伴うことが多いため，モの

際には変動費は差額原価となる．そのような状、

況を加昧すると，麟壼6のような設彌投資によ

る資源欝費を考慮したタスタ兵の頴スト配分が

設備投盗意墨銑罎によるコストやキヤシ言！ユ・

フロー咋の影響を考量Lるた』力の藁鷹とず、誌⊆と

ができる、

　この墨引難饗原価となる工とが塾璽動蟹

≧纒没薦鍾であることが多扉圃定嚢とを野離し

てタ孟夕及びぞ4き集脅俵至書あ逼ア皇季イ書手オ

のコ翼トを箏郵するこ墨書運墨簗莚籔毒轟莚宥

用である．套藍孟踵，饗置踵轟麺｝聾霧誓裏墨処

憂塗要す曇暫饗聾曇塵惑塞藁環鐘麗璽謹彌籔

導五妻瀦纏L莚≧L、垂う。蓼藪懸、書霞裏毒薔
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図表6．資源消費によるコストと原価態様別配分

資源消費

変動費 こ一

固定費

環境関連タスク

その他のタスタ

洗浄作業というタスクあるいはアクティビティ

は不要になる．このとき，そのタスクが存在し

なくなったことで，排出物の処理量を操業度と

する洗浄作業のための化学物質や作業時間で支

払いを受ける作業員への給与のような変動費は

節約できる．しかし，その作業のために契約済

みで賃借してある作業用設備や工場一括で発生

している各種保険料の配賦額などの固定費的な

コストは，洗浄作業というタスクがなくなった

としても回避不可能であり，その後も短期的に

は発生し続ける．これらは環境配慮設備の導入

があったとしても，キャッシュ・アウトプロー

として以後も発生し続けるものとして認識しな

ければならないのである．ただし，このような

固定費でも場合によoて，差額原価となるもの

もあり得るので，それには注意をしなければな

らない．たとえば，洗浄する物質を一時的に保

管する倉庫を毎月一定額で借りているような堤

合を考えると，その物質の保管が不璽になるた

め，長期契約でないケースでは毎月の璽莚翼で

ある倉庫の便用料金が回避可能であk．当熱な

がら，このように回避可董な固定翼にr⊇いで｛▲

意思決定の際のキヤツシユ・フロー針算におい

て含めなければならない．

　このように，逼常の手藁きにあ尋ように搾嚢

内容が環境対応である塾書かによ脅竃芋タ苧ξ

ビテイやタスタへξ「切り愛け塁」i薩墨警あ・塾

環境コストの細目｛二竺コいで，そ璽嚢墨襲莚…≧璽

閲遮を検書すること力鷺曇要で轟1墓，す皇壼量、

環境コユトを構成す蓬紐屋・－c一”一一垂遁餐ア皇曇イ｝ξ

ティを蓬毒す義聾轟塵ら妻，誉ら建そ塾禰童璽

素である各タスク・レNルのコストまで明らか

にLた上で，それが差額原価であるかどうかを

明確にしなければならない．この段階では，前

記のように，環境状況悪化の回避，物質処分，

環境調査，環境悪化の是正，環境関連の報告と

いうタスクという分類に基づき，必要であれば

これらをより詳細に分類しで環境業務の内容を

把握し，さらに，そのためのコストを計算する

ことができる．ここで，纏らかの環境配慮設備

導入の意思決定に際し，このような環境ア排テ

イピテイやタスタのコスト　ht．もし差額原価で

あれば，有書ガス発生量減少，廃棄麹処理量減

少などがもたらされた績暴とし・て．削滅あるい

は不要にすることができ4．環澆羅慮設鑑投資

意思決塞に謄しては、こ託ら垂ま蓑i資の結梁のキ

ャッシュ・アウト貫書一燈繋縫と璽えることが

できる．これ厳．設鍾鍵違燈べ皐撲イットであ

り、これらを適灘に豊†糞童轟ことは不可欠であ1

9，従来は．こ轟よ書憂コ式トの環境対応部分

にっいでは離欝糞しでい毫かっ毒左め，投資の

べ皐誓イ婁ト珪遊1、評癒書墓｛頃薗力ま強かったと

言払ざ墨を轟墓丘・．璽莚｛経ように，環境対応の

叢璽穰嚢璽鰺纏え墨墾籔こあロでは，本論文で

綾董も±よ華≡璽撒墓部分のコXトを朋確

｛註≧、毅鐘塵塞董髄鍵轟違らず，各璽設髄鐙資

がそ鑓こど豊盤響埜蓬かを正面から橦討し塗け

ればならi皇∵主t
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5．むすび

　本論文では，近年，環境保護意識の高まる中

にあって，益々増加する環境配慮設備への投資

について，どのように投資の効果としてのキャ

ッシュ・フローを認識するべきかについて考察

を加えた．実際，現状では，ようやく企業の一

般活動における環境コストの把握が行われてい

る状態である．しかし，これらは企業において，

環境報告書等で見ることができるように新たな

コストとして重要視されている．このコストに

ついては設備投資が大きな影響を及ぼすことが

可能である．というのは，設備がこのコストの

発生状況を規定するからである．大規模な環境

配慮設備の導入は，環境コストの削減に貢献す

るのである．

　従来の意思決定会計では，この環境要素を積

極的には考慮していなかった．そこで，本論文

では，最初に，従来は部門ごとの製造間接費な

どに「埋もれていた」環境コストを「切り分け

る」試みにっいて提示した．様々な論者によれ

ば，ABCで環境アクティビティを明らかにす

ることで，企業内での環境関連のアクティビテ

ィやタスクのコストを分離して計算できること

を示している．ただし，このような配賦計算の

結果であるコストは，設備投資意思決定の影響

を受けるものばかりとは限らない．そこで，環

境アクティビティやタスクのコスト把握に引き

続き，環境配慮設備投資意思決定のキャッシ

ュ・フローとして利用するには，どのような検

討が必要かを示した．すなわち，環境アクティ

ビティやタスクのコストの構成項目について固

定費・変動費的な検討を行い，それが意思決定

のための差額キャッシュ・フローとなるか否か

をすることが必要不可欠である．これにより，

環境配慮設備投資の効果として，どの程度の金

額が環境コストのうちで節約可能かが明らかに

なる．これは，最終的には，環境配慮設備投資

の効果として，各種意思決定モデルのキャッシ

ュ’フローとして利用できることになるtこの

ようなキャッシュ・フローの利用は，現在の環

境関連活動を考慮した適切な意思決定計算へと

結びつくと考えられる．

　ただし，本論文では，投資プロジェク十全体

として，ライフサイクルを通じた，全体的な計1

算までは示していない．厳密にはプロジェクト

全体としてのキャッシュ・フn・一一計算の枠組み、

を示すことが必要である．このような全体的な

設備投資プロジェクト計算へと結実することは

今後の課題としたい．
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